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1．今回の改訂の基本的考え方

知識・技能の習得と

 

思考力・判断力・表現力等

 

の育成のバランスを重視、

 

授業時数を増加

３．教育内容の主な改善事項

幼稚園教育要領、小・中学校学習指導要領等のポイント

教育基本法改正等で

 

明確になった

 

教育の理念を踏まえ、

 

「生きる力」を育成

道徳教育や体育などの

 

充実により、豊かな心や

 

健やかな体を育成

○国語をはじめ各教科等で記録、説明、批評、論述、討論などの学習を充実

言語活動の充実

○国際的な通用性、内容の系統性の観点から指導内容を充実
〔台形の面積（小・算数）、解の公式（中・数学）、イオン、遺伝の規則性、進化（中・理科）〕

○反復（スパイラル）による指導、観察・実験、課題学習を充実（算数・数学、理科）

○ことわざ、古文・漢文の音読など古典に関する学習を充実（国語）
○歴史教育（狩猟・採集の生活や国の形成、近現代史の重視等）、宗教、文化遺産（国宝、世界遺産等）
に関する学習を充実（社会）

○そろばん、和楽器、唱歌、美術文化、和装の取扱いを重視（算数、音楽、美術、技術・家庭）
○武道を必修化（保体/中１・２）

 

○総合的な学習の時間の学習の例示として、地域の伝統と文化を追加（小）

○発達の段階に応じて指導内容を重点化
〔人間としてしてはならないことをしない、きまりを守る（小）、社会の形成への参画（中）

 

など〕
○体験活動を推進

 

○先人の伝記、自然など児童生徒が感動する魅力的な教材を充実
○道徳教育推進教師を中心とした指導体制を充実

○発達の段階に応じ、集団宿泊活動、自然体験活動、職場体験活動などを推進（特別活動等）

○小学校に外国語活動を導入、聞くこと、話すことを中心に指導（小５・６）
○中学校では聞く･話す･読む･書く技能を総合的に充実

（語数を増加〔900語程度まで→1200語程度〕、教材の題材を充実）

○国語・社会・算数・理科・体育の授業

 

時数を１０％程度増加
○週当たりのコマ数を低学年で週２コマ、

 

中・高学年で週１コマ増加

理数教育の充実

伝統や文化に関する教育の充実

外国語教育の充実

体験活動の充実

道徳教育の充実

２．授業時数の増加

○国語・社会・数学・理科・外国語・保健

 

体育の授業時数を実質１０％程度増加
○週当たりのコマ数を各学年で週１コマ

 

増加

中学校小学校

重要事項

○幼小連携を推進、幼稚園と家庭の連続性を配慮、預かり保育や子育て支援を推進（幼稚園）
○環境、家族と家庭、消費者、食育、安全に関する学習を充実
○情報の活用、情報モラルなどの情報教育を充実
○部活動の意義や留意点を規定
○障害に応じた指導を工夫（特別支援教育）
○「はどめ規定」（詳細な事項は扱わないなどの規定）を原則削除



1．今回の改訂の基本的考え方

３．教育内容の主な改善事項

高等学校学習指導要領の改訂のポイント

○国語をはじめ各教科等で批評、論述、討論などの学習を充実

言語活動の充実

○近年の新しい科学的知見に対応する観点から指導内容を刷新（例：遺伝情報とタンパク質の合成、膨張する宇宙像）

○統計に関する内容を必修化（数学「数学Ⅰ」）
○知識・技能を活用する学習や探究する学習を重視（〔課題学習〕（数学）の導入、「数学活用」「理科課題研究」の新設等）

○指導内容と日常生活や社会との関連を重視（「科学と人間生活」の新設）

○歴史教育（世界史における日本史の扱い、文化の学習を充実）、宗教に関する学習を充実（地理歴史、公民）
○古典、武道、伝統音楽、美術文化、衣食住の歴史や文化に関する学習を充実（国語、保健体育、芸術

 

「音楽」、「美術」、家庭）

○学校の教育活動全体を通じて行う道徳教育について、その全体計画を作成することを規定
○人間としての在り方生き方に関する学習を充実（公民「現代社会」、特別活動）

○ボランティア活動などの社会奉仕、就業体験の充実（特別活動）
○職業教育において、産業現場等における長期間の実習を取り入れることを明記

○卒業までに修得させる単位数は、現行どおり74単位以上

○共通性と多様性のバランスを重視し、学習の基盤となる国語、数学、外国語に共通必履修科目を設定

 

するとともに、理科の科目履修の柔軟性を向上

○週当たりの授業時数（全日制）は標準である30単位時間を超えて授業を行うことができることを明確化

○義務教育段階の学習内容の確実な定着を図るための学習機会を設けることを促進

理数教育の充実

伝統や文化に関する教育の充実

外国語教育の充実

体験活動の充実

道徳教育の充実

２．卒業単位数、必履修科目、教育課程編成時の配慮事項等

職業に関する教科・科目の改善

○職業人としての規範意識や倫理観、技術の進展や環境、エネルギーへの配慮、地域産業を担う人材の

 

育成等、各種産業で求められる知識と技術、資質を育成する観点から科目の構成や内容を改善

○高等学校で指導する標準的な単語数を1,300語から1,800語に増加

○授業は英語で指導することを基本 （中学校、高等学校合わせて2,200語から3,000語に増加）

知識・技能の習得と

 

思考力・判断力・表現力等

 

の育成のバランスを重視

教育基本法改正等で

 

明確になった

 

教育の理念を踏まえ、

 

「生きる力」を育成

道徳教育や体育などの

 

充実により、豊かな心や

 

健やかな体を育成

重要事項
○体育、食育、安全教育を充実
○環境、消費者に関する学習を充実
○情報の活用、情報モラルなどの情報教育を充実
○部活動の意義や留意点を規定
○障害に応じた指導を工夫（特別支援教育）
○「はどめ規定」（詳細な事項は扱わないなどの規定）を原則削除



新学習指導要領における消費者教育に関する主な内容

① 小学校＜文部科学省平成２０年３月告示＞

（家庭科）

・物や金銭の大切さに気付き、計画的な使い方を考えること

・身近な物の選び方、買い方を考え、適切に購入できること

② 中学校＜文部科学省平成２０年３月告示＞

（社会科（公民 ））

・金融などの仕組みや働き

・消費者の自立の支援なども含めた消費者行政（消費者保護の例示として新

設）

（技術・家庭科）

・自分や家族の消費生活に関心をもち、消費者の基本的な権利と責任につい

て理解すること（新設）

（→ 消費者基本法，消費生活センター，クーリング・オフ制度等）

、 、・販売方法の特徴について知り 生活に必要な物質・サービスの適切な選択

購入及び活用ができること

（→ 環境への配慮，電子マネー等）

③ 高等学校＜文部科学省平成２１年３月告示＞

（公民科）

・消費者に関する問題

（→ 消費者基本法，消費者契約法，多重債務問題，製品事故等）

（家庭科）

・消費生活の現状と課題や消費者の権利と責任

（→ 消費構造の変化，消費行動の多様化 等）

・消費生活と生涯を見通した経済の計画（新設）

・契約、消費者信用及びそれらをめぐる問題

（→ 多重債務問題等）

・消費者問題や消費者の自立と支援

※（→ ）内は学習指導要領解説における記述



新学習指導要領における消費者教育に関する主な内容

○ 小学校＜文部科学省平成２０年３月告示＞

第８節 家 庭

第２ 各学年の目標及び内容

〔第５学年及び第６学年〕

２ 内 容

Ｄ 身近な消費生活と環境

(1) 物や金銭の使い方と買物について，次の事項を指導する。

ア 物や金銭の大切さに気付き，計画的な使い方を考えること。

イ 身近な物の選び方，買い方を考え，適切に購入できること。

(2) 環境に配慮した生活の工夫について，次の事項を指導する。

ア 自分の生活と身近な環境とのかかわりに気付き，物の使い方などを工夫で

きること。

○ 中学校＜文部科学省平成２０年３月告示＞

第２節 社会

〔公民的分野〕

２ 内 容

(2) 私たちと経済

ア 市場の働きと経済

身近な消費生活を中心に経済活動の意義を理解させるとともに，価格の働き

に着目させて市場経済の基本的な考え方について理解させる。また，現代の生

産や金融などの仕組みや働きを理解させるとともに，社会における企業の役割

と責任について考えさせる。その際，社会生活における職業の意義と役割及び

雇用と労働条件の改善について，勤労の権利と義務，労働組合の意義及び労働

基準法の精神と関連付けて考えさせる。

イ 国民の生活と政府の役割

国民の生活と福祉の向上を図るために，社会資本の整備，公害の防止など環

境の保全，社会保障の充実，消費者の保護など，市場の働きにゆだねることが

難しい諸問題に関して，国や地方公共団体が果たしている役割について考えさ

。 ， 。せる また 財源の確保と配分という観点から財政の役割について考えさせる

その際，租税の意義と役割について考えさせるとともに，国民の納税の義務に

ついて理解させる。



３ 内容の取扱い

(3) 内容の(2)については，次のとおり取り扱うものとする。

ア アについては，身近で具体的な事例を取り上げ，個人や企業の経済活動が様

々な条件の中での選択を通じて行われるという点に着目させるとともに，市場

における価格の決まり方や資源の配分について理解させること。その際，市場

における取引が貨幣を通して行われていることに気付かせること。

イ イの「消費者の保護」については，消費者の自立の支援なども含めた消費者

行政を取り扱うこと 「財政」については，少子高齢社会など現代社会の特色。

を踏まえて考えさせること。

第８節 技術・家庭

第２ 各分野の目標及び内容

〔家庭分野〕

２ 内 容

Ｄ 身近な消費生活と環境

(1) 家庭生活と消費について，次の事項を指導する。

ア 自分や家族の消費生活に関心をもち，消費者の基本的な権利と責任につい

て理解すること。

， ，イ 販売方法の特徴について知り 生活に必要な物資・サービスの適切な選択

購入及び活用ができること。

(2) 家庭生活と環境について，次の事項を指導する。

ア 自分や家族の消費生活が環境に与える影響について考え，環境に配慮した

消費生活について工夫し，実践できること。

３ 内容の取扱い

(4) 内容の「Ｄ身近な消費生活と環境」については，次のとおり取り扱うものとす

る。

ア 内容の「Ａ家族・家庭と子どもの成長 「Ｂ食生活と自立 ，又は「Ｃ衣生」， 」

活・住生活と自立」の学習との関連を図り，実践的に学習できるようにするこ

と。

イ (1)については，中学生の身近な消費行動と関連させて扱うこと。



○ 高等学校＜文部科学省平成２１年３月告示＞

第３節 公 民

第１ 現代社会

２ 内 容

(2) 現代社会と人間としての在り方生き方

現代社会について，倫理，社会，文化，政治，法，経済，国際社会など多様な角

度から理解させるとともに，自己とのかかわりに着目して，現代社会に生きる人間

としての在り方生き方について考察させる。

エ 現代の経済社会と経済活動の在り方

現代の経済社会の変容などに触れながら，市場経済の機能と限界，政府の役割

と財政・租税，金融について理解を深めさせ，経済成長や景気変動と国民福祉の

向上の関連について考察させる。また，雇用，労働問題，社会保障について理解

を深めさせるとともに，個人や企業の経済活動における役割と責任について考察

させる。

３ 内容の取扱い

(2) 内容の取扱いに当たっては，次の事項に配慮するものとする。

イ 内容の(2)については，次の事項に留意すること。

(ｵ) エの「市場経済の機能と限界」については，経済活動を支える私法に関する

基本的な考え方についても触れること 「金融」については，金融制度や資金。

の流れの変化などにも触れること。また 「個人や企業の経済活動における役，

割と責任」については，公害の防止と環境保全，消費者に関する問題などにつ

いても触れること。

第３ 政治・経済

２ 内 容

(2) 現代の経済

現代の日本経済及び世界経済の動向について関心を高め，日本経済のグローバ

ル化をはじめとする経済生活の変化，現代経済の仕組みや機能について理解させ

るとともに，その特質を把握させ，経済についての基本的な見方や考え方を身に

付けさせる。

ア 現代経済の仕組みと特質

経済活動の意義，国民経済における家計，企業，政府の役割，市場経済の機

能と限界，物価の動き，経済成長と景気変動，財政の仕組みと働き及び租税の

意義と役割，金融の仕組みと働きについて理解させ，現代経済の特質について

把握させ，経済活動の在り方と福祉の向上との関連を考察させる。



３ 内容の取扱い

(2) 内容の取扱いに当たっては，次の事項に配慮するものとする。

イ 内容の(2)については，次の事項に留意すること。

アについては，マクロ経済の観点を中心に扱うこと 「市場経済の機能と限。

」 ， ， 。 ，界 については 公害防止と環境保全 消費者に関する問題も扱うこと また

「 」 ， 。金融の仕組みと働き については 金融に関する環境の変化にも触れること

第９節 家 庭

第１ 家庭基礎

２ 内 容

(2) 生活の自立及び消費と環境

自立した生活を営むために必要な衣食住，消費生活や生活における経済の計画

に関する基礎的・基本的な知識と技術を習得させ，環境に配慮したライフスタイ

ルについて考えさせるとともに，主体的に生活を設計することができるようにす

る。

エ 消費生活と生涯を見通した経済の計画

消費生活の現状と課題や消費者の権利と責任について理解させ，適切な意思

決定に基づいて行動できるようにするとともに，生涯を見通した生活における

経済の管理や計画について考えることができるようにする。

３ 内容の取扱い

(2) 内容の範囲や程度については，次の事項に配慮するものとする。

イ 内容の(2)のエについては，契約，消費者信用及びそれらをめぐる問題など

を取り上げて具体的に扱うこと。オについては，環境負荷の少ない衣食住の生

活の工夫に重点を置くこと。

第２ 家庭総合

２ 内 容

(3) 生活における経済の計画と消費

生活における経済の計画，消費者問題や消費者の権利と責任などについて理解

させ，現代の消費生活の課題について認識させるとともに，消費者としての適切

な意思決定に基づいて，責任をもって行動できるようにする。

ア 生活における経済の計画

生活と社会とのかかわりについて理解させ，生涯を見通した生活における経

済の管理や計画の重要性について認識させる。

イ 消費行動と意思決定



消費行動における意思決定の過程とその重要性について理解させ，消費者と

して主体的に判断できるようにする。

ウ 消費者の権利と責任

消費生活の現状と課題，消費者問題や消費者の自立と支援などについて理解

させ，消費者としての権利と責任を自覚して行動できるようにする。

３ 内容の取扱い

(2) 内容の範囲や程度については，次の事項に配慮するものとする。

イ 内容の(3)のアについては，家庭の経済生活の諸課題について具体的に扱うよ

うにすること。ウについては，契約，消費者信用及びそれらをめぐる問題などを

取り上げて具体的に扱うこと。

第３ 生活デザイン

２ 内 容

(2) 消費や環境に配慮したライフスタイルの確立

自立した生活を営むために必要な消費生活や生活における経済の計画に関する

知識と技術を習得させ，環境に配慮したライフスタイルについて考えさせるとと

もに，主体的に生活を設計することができるようにする。

ア 消費生活と生涯を見通した経済の計画

消費生活の現状と課題や消費者の権利と責任について理解させ，適切な意思

決定に基づいて行動できるようにするとともに，生涯を見通した生活における

経済の管理や計画について考えることができるようにする。

３ 内容の取扱い

(2) 内容の範囲や程度については，次の事項に配慮するものとする。

イ 内容の(2)のアについては，契約，消費者信用及びそれらをめぐる問題など

を取り上げて具体的に扱うこと。イについては，環境負荷の少ない生活の工夫

に重点を置くこと。



学校教育における消費者教育の推進

消費者基本計画においては、消費者教育の体系的・総合的な推進、学校における消費

 

者教育の推進・支援などが求められている。また、消費者基本計画に基づき、関係省

 

庁、学識経験者、消費者団体、教育関係者等をメンバーとして、開催されている消費者

 

教育推進会議においても、「学校教育における消費者教育の推進」を消費者教育にお

 

ける課題の一つとして取り上げ、検討が行われているところである。
これらを踏まえ、平成２４年度においては、消費者教育に関する協議会、消費者教育の

 

指導事例の作成、消費者教育推進のための調査研究を実施することなどにより、学校

 

における消費者教育の推進を図る。

概概

 

要要

・消費者教育の動

 

向の紹介
・外部講師による

 

模擬授業の紹介
・都道府県教育委

 

員会の取組事例

 

の紹介
等

消費者教育推進のための消費者教育推進のための
調 査 研 究調 査 研 究

教育委員会

文 部 科 学 省

地域の実情に

 

応じた教材の

 

開発

消 費 者 庁

消費者教育に

 

関する研修の

 

実施

専
門
家
の
派
遣

出
前
授
業
の
実
施

 

等

平成24年度予算額（案）

 

12,350千円

小学校 中学校 高等学校

 

等

消費者教育に
関する協議会

・教科横断的な消費者教育の
カリキュラム開発

・学校における外部人材の活用

 

等

連 携 ・ 協 力

協議会への
参加

消
費
者
行
政
担

 

当

 

部

 

局

協

 

力

学校教育における消費者教育の充実

消費者教育の

 

指導事例集の

 

作 成

協議会の実施
事例集の普及

国

民

生

活

 

セ

ン
タ

ー

教
材
の
配
布

委 託
（指導・助言）

成果の報告
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